
葉山町就学援助に関する要綱 

平成２３年４月１日施行 

 

 （趣 旨） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条の規定に基づき、経済的

な理由により就学困難な児童・生徒の保護者に対して、就学に必要な援助（以下「就学援助

」という）を行い、義務教育の円滑な実施を図ることを目的として葉山町が行う援助につい

て必要な事項を定めるものとする。 

 （対象者） 

第２条 就学援助の対象者は、葉山町立の小学校又は中学校に在籍する児童・生徒の保護者で生

活保護法（昭和25年法律第144号）第６条に規定する被保護者（以下「要保護者」という。）

又は要保護者に準じる程度に困窮していると認められる者であって、次の各号のいずれかに

該当する者(以下｢準要保護者｣という。)をいう。 

 (1) 世帯全員の前年所得（総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額）から社会保険料・

生命保険料・地震保険料を控除した額）が生活保護法による保護の基準（昭和３８年厚生

省告示第１５８号ただし、保護基準別表第９を除き、平成２４年１２月末日現在において

適用された保護基準による）に基づき算定した基準額の１．５倍（切り捨てにより小数点

第三位まで求める。）以下の者。 

 (2) 収入の不安定等により生活状態の悪い者で、当該世帯児童・生徒への教育的配慮から就

学援助が必要と認められる者。 

 (3) 上記(1)、(2)の基準は、外国籍を有する在籍児童生徒にも準用するものとする。 

 （対象経費等） 

第３条 就学援助は、前条に定める要保護者及び準要保護者（受領の委任を受けた者を含む。）

に就学援助費（以下「援助費」という。）を交付することにより行う。 

２ 援助費の種類、内容及び当該種類に応じる交付対象者は、別表のとおりとする。 

３ 援助費の額は、毎年度国が定める援助費等に係る補助の基準に基づき教育委員会が算出した

額とする。 

（申 請） 

第４条 援助費の交付を受けようとする者（要保護者を除く。以下「申請者」という。）は、就

学援助費交付申請書（兼）世帯台帳（第１号様式。以下「申請書」という。）を在籍の学校ま

たは教育委員会に提出しなければならない。また、提出された申請書はすべて、学校長と教

育委員会で確認を行うものとする。 

 （決 定） 

第５条 教育委員会は、前条の規定により申請があった場合はその内容を審査し、援助費の交

付の適否を決定して、申請者及び学校長に通知するものとする。 

２ 要保護者に対する就学援助費の交付については、教育委員会が要保護者の申請を待たずに

これを決定する。 

３ 教育委員会は、第１項の規定による決定に当たって、福祉事務所、民生委員、税務担当課

その他関係機関に当該調査に係る参考となる資料の閲覧、提出その他の協力を求めることが

できる。 

 （援助の期間） 

第６条 就学援助が受給できる期間は、前条第１項の決定に係る申請のあった日（教育委員会

が定める日までに行われたものにあっては、当該年度の４月１日）から当該年度の末日まで

とする。ただし、年度途中に第２条に規定する受給資格を喪失した場合は、この限りではな

い｡ 

 （援助の中止） 

第７条 就学援助を受ける者（以下「受給者」という。）が第２条に規定する資格を欠くに至っ

たときは、当該資格を欠くに至った日の属する月の翌月以後における就学援助を中止する。 

２ 前項により、就学援助を中止した場合は、文書により受給者及び学校長に通知するものと

する。 

 （返 還） 

第８条 教育委員会は、受給者が次の各号のいずれかに該当するときは、就学援助の決定を取

り消し、または、すでに交付した援助費の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 



 (1) 偽りその他不正な手段により就学援助を受けたとき。 

 (2) 援助費の交付にあたり、教育委員会が付した条件に違反し、又は、援助費をその目的以

外に使用したとき。 

 （届 出） 

第９条 受給者は、就学援助の申請に係る事項に変更が生じたときは、速やかに教育委員会に

届け出なければならない。 

（委 任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、就学援助について必要な事項は、教育長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日度から施行する。 

 

 附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日度から施行する。 

 

 

別 表 

 種  類 内     容 交付対象者 

１ 学用品費 
 児童又は生徒が通常必要とする学

用品の購入費 

準要保護者 

２ 通学用品費 

 小学校又は中学校の第２学年以上

の学年に在学する児童又は生徒が通

常必要とする通学用品の購入費 

３ 校外活動費 

 教育課程の一環として、学校外に

教育の場を求めて行う学校行事とし

ての活動（修学旅行を除く。）に児童

生徒が参加するために直接必要な交

通費及び見学料 

４ 
新入学児童生徒

学用品費 
(注１) 

 小学校又は中学校に新たに入学す

る者が通常必要とする新入学に当た

っての学用品等の購入費 

５ 学校給食費 
 学校給食費として、児童生徒が徴

収される額 

６ 医療費 （注２） 

 児童又は生徒が学校保健安全法施

行令第８条に定める疾病にかかり、

学校において治療の指示を受けたと

きにその医療に要した費用 

７ 
体育実技用具費 
    （注３） 

 中学校の体育の授業の実施に必要

で当該授業を受ける生徒全員が個々

に用意することとされている体育実

技用具の購入費 

８ 修学旅行費 

 児童又は生徒が修学旅行に参加す

るため直接必要な交通費、宿泊費、

見学料及び均一に負担すべきことと

なるその他の経費 

 

要保護者 

準要保護者 

  

注１ 新入学児童生徒学用品費は、年度当初認定者のみに支給する。 

注２ 医療券交付又は診療証明による保険診療の自己負担分を支給する。 

注３ 体育実技用具は柔道着又は剣道防具一式のうちいずれか 1つの用具を対象とする。 

 

 

 


